
令和 5 年度 プレジャーボートの放置艇対策の推進に向けた検討会について 

 
１．目的 
 国土交通省（港湾局、水管理・国土保全局）及び水産庁では、平成 25 年５月に「プレジャーボ
ートの適正管理及び利用環境改善のための総合的対策に関する推進計画」を策定し、水域管理者
等と連携して放置艇対策を進めてきた。 

令和 4 年度に実施したプレジャーボート全国実態調査によると、放置艇数は着実に減少してい
るものの、水域によって様相を異にすることが分かった。 

本検討会では、放置艇を巡る状況の確認・共有と合わせ、これまでの対策の評価並びに今後の
対策の方向性について検討することを目的とする。 
 
２．検討会の進め方 

 有識者や関係行政機関で構成する「プレジャーボートの放置艇対策の推進に関する検討会」
を今年度計 4 回開催し、放置艇対策の今後の方向性について取りまとめる。 

 会議は対面式での実施を基本とし、必要に応じてインターネット配信を行う。 
 検討会は原則、公開とする。ただし、会において率直な意見の交換を行う目的から、座長が

認める場合は、この限りではない。 
 
３．構成員 

 検討会は有識者（学識経験者、業界団体）及び行政関係者によって構成する（別紙参照）。 
 検討会には座長を置き、座長は会を運営し、これを取りまとめる。 

 
４．事務局 
 国土交通省港湾局海洋・環境課港湾環境政策室 
 
５．協力機関 
 （一社）日本マリーナ・ビーチ協会／（株）地域開発研究所 
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